
NO 84

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和４年度 200 331 165.5% 令和４年度

令和５年度 200 344 172.0% 令和５年度

令和６年度 200 － － 令和６年度 － －

 ３ 政策名
平和や人権、多様な価値観を尊重しながら、透明性が高く開かれた区政運営
を推進する

 ４ 施策名 区民から信頼される透明性が高く開かれた区政の推進 98.5%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 予算状況の内訳 決算状況

令和６年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２

港区情報公開・個人情報保護審査会の開催
　外部委員５名で構成される審議会を８回開催します。
　区政情報公開及び保有個人情報開示等の決定内容について、審査請求がなされ、情報公開・個人情
報保護審査会に諮問されると、会議を開催します。事務局として、会議開催に伴う事務を執行しま
す。

指標１
情報公開請求件数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合

港区情報公開・個人情報保護審査会は、個人情報保護に関する事項も所掌しているため、本事業を「個人情
報保護推進」に統合することで、予算を柔軟に執行できるようになり、スケールメリットを生かした効率的
な事務執行が期待できることから、「統合」と評価します。

個人情報の保護に関する法律
港区情報公開条例

 ９ 個別計画・関連する法令等

1,133 0 0 30

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合

　本事業に経費を計上している港区情報公開・個人情報保護審査会は、令和５年度に設置されました。ま
た、令和４年度末までは、港区情報公開条例に基づく港区情報公開運営審議会と港区個人情報保護条例に基
づく港区個人情報保護運営審議会が設置されていましたが、個人情報の保護に関する法律の改正も踏まえ、
港区情報公開条例が改正され、令和５年度からは、情報公開に関することだけでなく、個人情報の保護に関
する法律第百五条で規定する事項も所掌することになり、会議体の名称にも個人情報保護が追加されまし
た。
　港区情報公開・個人情報保護審査会の所掌事項以外にも、個人情報保護推進事業に計上している運営支援
業務委託等のように、個人情報保護に関する事務と情報公開に係る事務は切り分けずに実施しています。実
態に即して個人情報保護推進事業と統合します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和４年度 97.6% 1,246 0 0 30

令和５年度 97.3% 1,095 0 0 30

令和６年度 97.4%

－ － －

区民の知る権利を保障し、公正で開かれた区政の推進を目的とする情報公開制度の趣旨にのっとり、
区政情報のオープンデータ化を拡大するとともに、「個人情報の保護に関する法律」に基づき、区が
保有する個人情報を適正に取り扱うことで、区民からの信頼を確保し行政の透明性を高めます。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和６年度 1,163 － －

1,319 93.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

1,858 1,831

0 1,407

　港区情報公開条例・同施行規則に基づき、実施機関が保管している区政情報の公開等を行います。
このほか、港区情報公開・個人情報保護審査会条例・同施行規則に基づき、審査請求が諮問された場
合に、情報公開・個人情報保護審査会事務局として事務を行います。

令和４年度 1,276 582 0

 ５ 事業説明文 令和５年度 1,125 282

 １ 事業名 情報公開推進  １０ 事業費の状況

総務部　 総務課



NO 85

（単位：千円）

５　安全・安心で魅力ある教育環境の整備

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和４年度 50 53 106.0% 令和４年度 60 64 106.7%

令和５年度 53 60 113.2% 令和５年度 64 71 110.9%

令和６年度 65 － － 令和６年度 75 － －

学校情報化推進事業  １０ 事業費の状況

学校教育部 教育指導担当

学校教育推進計画に基づき、電子黒板の導入や教育用パーソナルコンピュータの導入等の学校の情報
化を推進する事業です。

令和４年度 479,762 -541 0

 ５ 事業説明文 令和５年度 366,389 -5,445 354,775 98.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

479,221 471,299

0 360,944

－ － －

　区では、港区学校情報化アクションプラン（平成３０年度～令和２年度）に基づき、１人１台端末
の配備に向けたモデル校でのタブレット端末の導入や電子黒板の配備を実施しました。
　令和３年度以降は、港区学校教育推進計画に基づき、学校の情報化が推進されるようセンターサー
バのプライベートクラウド化、パーソナルコンピューターのアップデート等の更新作業、教員の負担
軽減を図るための校務支援システムの更改、各教室の無線アクセスポイントの配備等、学校ＩＣＴ環
境の整備を行ってきました。
　また、令和２年度以降は、港区ＧＩＧＡスクール構想に基づき、児童生徒１人１台の端末整備や学
校ネットワークの強化等を行い、整備との両輪で港区ＧＩＧＡスクールを推進しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和６年度 515,605 － －

その他

令和４年度 100.0% 479,762 0 0 0

令和５年度 100.0% 366,389 0 0 0

令和６年度 100.0% 515,605 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合

　令和７年１０月に予定している次期端末の更改に伴い、国が公立学校情報機器整備事業に係る１人１台端
末やネットワークに関する各種計画の策定を求めていることから、明確なすみ分けができていなかった学校
情報化推進事業をＧＩＧＡスクール推進事業に統合し、今後は計画に沿って教育の情報化に係る予算を計上
します。また、２つの事業を統合することで経費のスケールメリットが得られます。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合

本事業と類似の事業である「ＧＩＧＡスクール推進事業」に統合することで、予算を柔軟に執行できるよう
になり、スケールメリットを生かした効率的な事務執行が期待できることから、「統合」と評価します。

学校教育推進計画

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
ICT機器の利用率(中学校）

・園児の出席処理、児童・生徒の成績処理や出席処理を行う園務支援システム・校務支援システムの
導入や、教員向けのヘルプデスク機能を設置することで、教員の校務の軽減に努めています。
・教員用のパーソナルコンピューターの購入やアップデート処理、職員室に配備しているプリンター
の配備やネットワーク整備等の情報機器に関する更新作業を行っています。

指標１
ICT機器の利用率(小学校）

 ３ 政策名 １６　子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 98.3%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和６年度事務事業評価Ａシート 所管課

 １ 事業名



NO 86

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和４年度 69 69 100.0% 令和４年度 29 29 100.0%

令和５年度 51 51 100.0% 令和５年度 29 29 100.0%

令和６年度 12 － － 令和６年度 29 － －

 ３ 政策名 １６　子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 地域社会で支えあう学びの推進 83.3%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 5　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和６年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
道徳地区公開講座実施回数

・各区立幼稚園、小・中学校の地域の実情に応じて、概ね５人以上10人以下を学校評議員として港区
教育委員会が委嘱しています。
・年間３回程度開催する学校評議員会の場において学校評価等に関わる協議を深めるとともに、出さ
れた意見を学校運営に反映させています。
・道徳授業地区公開講座を全ての区立小・中学校、心の子育て講座を全ての区立幼稚園において実施
しています。幼稚園や学校の道徳教育の方針、現状、課題などについて保護者や地域住民の理解を得
るため、道徳の授業の公開や参加者との意見交換会を行います。

指標１
学校評議員会開催回数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合

学校運営協議会の設置に伴い、学校評議会が廃止され、また、道徳授業地区公開講座や幼稚園で実施する心
の子育て講座については、地域人材等を生かした教育活動を展開する「創意ある教育活動研究指導」に統合
することで、予算を柔軟に執行できるようになり、スケールメリットを生かした効率的な事務執行が期待で
きることから、「統合」と評価します。

港区立学校評議員設置要綱、港区立学校評議員運営要領、港区立学校の管理運営に関する規則

 ９ 個別計画・関連する法令等

505

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合

　学校評議員会は、評議員が校長の求めに応じて個人としての立場で学校運営に関する意見を述べるもの
で、校長や教育委員会の学校運営に関して直接関与したり、拘束力のある決定を行ったりするものではない
ため、より地域と連携・協働した学校づくりを目指し、学校の運営に一定の範囲で法的な権限を有する合議
制の機関である学校運営協議会へ段階的に移行してきました。令和７年度からの全ての園と学校での学校運
営協議会設置に伴い、学校評議員制度を廃止します。また、小・中学校で実施している道徳授業地区公開講
座や幼稚園で実施している心の子育て講座については、「創意ある教育活動研究指導」の経費として予算の
計上を行い、継続して実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和４年度 100.0% 1,568

令和５年度 100.0% 1,228

令和６年度 100.0%

－ － －

　学校評議員制度は、学校が、保護者や地域住民等の信頼に応え、家庭や地域と連携協力して一体と
なって子どもたちの健やかな成長を図る観点から、より一層地域に開かれた学校づくりを推進してい
くため、中央教育審議会の答申「今後の地方教育行政の在り方について」(平成１０年９月)を踏ま
え、地域住民の学校運営への参画の仕組みを新たに制度的に位置付けたものとなります。区では、学
校の取組を外部の方に広く伝えるとともに、意見をいただくことで開かれた学校づくり、特色ある学
校づくりを推進しています。
　「心の子育て講座」「道徳授業地区公開講座」は、幼稚園や学校、家庭及び地域社会が一体となっ
て子どもたちの豊かな心を育むとともに、幼稚園、小・中学校等における道徳教育の充実を図ること
を目的に平成10年度から開催しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和６年度 505 － －

1,076 87.6%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

1,568 1,306

0 1,228

　外部の方々から意見をいただく場である学校評議員会を開催しています。学校の取組について、積
極的な情報発信をするとともに、出された意見を運営に反映することで開かれた学校づくりを推進し
ています。

令和４年度 1,568 0 0

 ５ 事業説明文 令和５年度 1,228 0

 １ 事業名 開かれた学校づくり事業  １０ 事業費の状況

学校教育部　 教育指導担当
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